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最低賃金引上げに向けた中小企業・

小規模事業者への支援事業  

 

◆令和４年度の地域別最低賃金改定  

令和４年 10 月より最低賃金が改定さ

れます（地域により、発効日は異なる）。

47 都道府県で 30 円～33 円の引上げ（全

国加重平均額 31 円の引上げ）となりま

す。改定後の全国加重平均額は 961 円（昨

年度は 930 円）で、最高額は 1,072 円、

最低額は 853 円となります。10 月 1 日よ

り長野県の最低賃金は 908 円（時給）と

なり、過去最大の引上げ幅となりました。 

具体的には、実際に支払われる賃金か

ら次の賃金を除外したものが最低賃金の

対象になります。  

・臨時に支払われる賃金  

・１か月を超える期間ごとに支払われる  

賃金（賞与など）  

・所定労働時間を超える時間の労働に対  

して支払われる賃金（時間外割増賃金  

など）  

・所定労働日以外の日の労働に対して支  

払われる賃金（休日割増賃金など）  

・午後１０時から午前５時までの間の労  

働に対して支払われる賃金のうち、通  

常の労働時間の賃金の計算額を超える  

部分（深夜割増賃金など）  

・精皆勤手当、通勤手当及び家族手当  

 

厚生労働省と経済産業省は連携して、

最低賃金の引上げにより影響を受ける中

小企業に対する支援を実施していますの

で、以下でご紹介します。  

◆専門家派遣・相談等支援事業 

各都道府県にある働き方改革推進支援

センターに配置している専門家が、無料

で事業主からの労務管理上の悩みを聞き、

アドバイスを行っています。  

 

◆業務改善助成金 

生産性向上のための設備投資などを行

い、事業場内で最も低い賃金（事業場内

最低賃金）を一定額以上引き上げた中小

企業・小規模事業者に対して、その設備

投資などにかかった経費の一部を助成し

ます。 

 

◆働き方改革推進支援助成金 

中小企業事業主の団体やその連合団体

である事業主団体等が、その傘下の事業

主のうち、労働者を雇用する事業主の労

働者の労働条件の改善のために、時間外

労働の削減や賃金引上げに向けた取組み

を実施した場合に、その事業主団体等に

対して助成します。 

 

◆その他の支援 

その他、日本政策金融公庫では、事業

場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）

の引上げに取り組む中小企業・小規模事

業者に対して、設備資金や運転資金を低

金利で融資しています（企業活力強化貸

付（働き方改革推進支援資金））。  

 

詳細については、厚生労働省 HP「最低賃金

引上げに向けた中小企業・小規模事業者へ

の支援事業」をご確認下さい。  
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